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１ 地域密着型通所介護及び総合事業における「みなし指定」 
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２ 地域密着型通所介護     

(１) 【地域通所】指定について 

・ 同時最大定員１８人以下→「地域密着型通所介護事業所」 

同時最大定員１９人以上→「通所介護事業所」 

・ 平成２８年３月３１日の時点で通所介護の指定を受けていた同時最大定員が１８人以

下の事業所は、平成２８年４月１日に地域密着型通所介護のみなし指定を受けている。 

・ 地域密着型通所介護事業所が同時最大定員を１９人以上に変更する場合、地域密着型

通所介護事業所の廃止届の提出と、通所介護事業所の新規の指定申請が必要となる。い

ずれも廃止日（指定日）の１か月以上前に提出しなければならない（通所介護事業所が

同時最大定員を１８人以下に変更する場合も同様）。 

 

 

(２) 【地域通所】基準等について 

通所介護と異なる点として、「地域との連携」について次のように定められている。 

※「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平１８厚労令３４）」より抜粋。 

・ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、利

用者、利用者の家族、地域住民の代表者、指定地域密着型通所介護事業所が所在する市

町村の職員又は当該指定地域密着型通所介護事業所が所在する区域を管轄する法第 

１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターの職員、地域密着型通所介護に

ついて知見を有する者等により構成される協議会（以下この項において「運営推進会議」

という。）を設置し、おおむね６月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、

運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴

く機会を設けなければならない。 

・ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録

を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

・ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその

自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

・ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定地域密着

型通所介護に関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行

う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。（既） 

・ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所の所在する建物と

同一の建物に居住する利用者に対して指定地域密着型通所介護を提供する場合には、当

該建物に居住する利用者以外のものに対しても指定地域密着型通所介護の提供を行うよ

う努めなければならない。 
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運営推進会議 

以下の点に留意して実施する。 

・ 事業所の活動状況を報告し、構成員から評価を受けるとともに、必要な要望、助言等

を聴くため、おおむね６か月に１回以上、運営推進会議を開催しなければならない。 

 

【参加者】 

・ ①利用者、②利用者の家族、③地域住民の代表者（町内会役員、民生委員、老人クラ

ブの代表等）、④市町村の職員又は地域包括支援センターの職員、⑤地域密着型通所介護

について知見を有する者等により構成される。事業所が参加を依頼し、開催日を連絡す

る必要がある。 

・ 原則として上記①～⑤の全ての者を構成員とする必要がある（構成員の都合による欠

席はやむを得ない。）。 

・ 平成３０年度の介護保険課又は地域包括支援センターの出席者は４月中に各事業所へ

通知する。 

 

【開催日時】 

・ 開催月は市で割り振りをおこない、４月中に各事業所へ通知する。基本的に平成２９

年度と同じ月とする予定である。 

・ 時間帯は原則、平日の日中。サービス提供中に食堂及び機能訓練室の一部を使用して

開催することは差し支えない。 

 

【会議の内容】 

・ 議題としては、事業所概要の紹介、行事やレクリエーション等の活動報告、職員研修

やマニュアルの整備等の取組の報告、避難訓練の実施報告等が考えられる。これらに対

する評価、要望、助言等を受けることになる。 

・ 会議の時間は３０分～１時間程度を目安とする。 

 

【会議の記録の公表】 

・ 運営推進会議の内容の記録（議事録）を作成するとともに、当該記録を公表しなけれ

ばならない。 

・ 公表の方法は、事業所のホームページに掲載する、利用者や家族が自由に見ることが

できるようファイルに綴じて事業所内に置く、といった方法が考えられる。 

・ 記録に利用者の個人情報が含まれる場合、個人を特定できないようにして公表する必

要がある。 
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(３) 【地域通所】他市町村の被保険者の受け入れについて 

・ 地域密着型サービスは、原則、他市町村の被保険者（住所地特例適用被保険者を除く。

以下同じ。）は利用できない。 

ただし、平成２８年３月３１日時点で既に契約をしていた他市町村の被保険者（同時

点で要介護者だった者に限る。）については、それぞれの市町村から指定があったとみな

されるため、引き続きサービスの利用が可能である【経過措置】。 

当該指定は利用者単位であるため、入院等により当該利用者が契約を解除した場合、

当該利用者に係るみなし指定は廃止となり、原則、当該利用者の以降の利用はできない。 

 

※住所地特例適用被保険者については、施設所在市町村の特定地域密着型サービスを利用

できる（介護保険法第４２条の２）ことから、高松市に所在する施設に入所している住所地特

例適用被保険者は、他市町村の被保険者であっても高松市内の地域密着型通所介護事業

所を利用できる。 

 

※他市町村の被保険者を受け入れる場合、保険者である市町村から指定を受ける必要があ

るが、高松市は原則、この指定に同意していない。 

 

 

(４) 【地域通所】「みなし指定」の指定更新について 

・ 平成２８年４月１日に地域密着型通所介護に移行した事業所の有効期間の満了日は、

移行前の通所介護の指定有効期間の満了日である。 

・ 上記（３）の【経過措置】による利用者が、指定更新の時点で引き続き利用している

場合、高松市への更新申請に加え、当該利用者の保険者市町村への更新申請が必要とな

る。 

 

【定款及び登記の変更】 

・ 地域密着型通所介護をおこなう法人の定款及び法人登記簿の（事業）目的欄には以下

のような記載が求められる。 

  ※営利法人、一般社団法人等の所管・監督官庁のない法人の場合 

    記載例①：介護保険法に基づく地域密着型通所介護事業 

    記載例②：介護保険法に基づく地域密着型サービス事業 

  ※医療法人や社会福祉法人等の所管・監督官庁のある法人の場合 

     定款への記載の文言や定款変更認可の手続きについて、各法人所管・監督官庁

への確認が必要となる。 

 

・ 平成２８年４月１日に地域密着型通所介護に移行した事業所は、次回の指定更新まで
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に、上記の定款及び登記の変更が必要となる。 

 

 

(５) 【地域通所】平成３０年度報酬改定について 

※介護給付費分科会資料（H30.1.26）として公表された見直し案から抜粋しているため、今後修正され

る可能性がある。 
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①生活機能向上連携加算の創設 

 

        新                旧 
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②心身機能の維持に係るアウトカム評価の創設 

 

 

        新                旧 
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③機能訓練指導員の確保の促進 
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④栄養改善の取組の推進 

 
 

        新                 旧 
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⑤基本報酬のサービス提供時間区分の見直し 

⑥規模ごとの基本報酬の見直し 

 

 

        新                 旧 
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⑦運営推進会議の開催方法の緩和 

 

 

⑧設備に係る共用の明確化 

 

 

⑨共生型通所介護 
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⑩介護職員処遇改善加算の見直し 
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(６) 【地域通所】参考資料 

※高松市通知「地域密着型通所介護への移行に係るＱ＆Ａ（H28.2.16）」「同 Vol.２（H28.3.28）」より抜粋 

 

 

 

 

 

問１３ 要支援の認定で、介護予防通所介護を利用している市外被保険者が、要介護に区

分が変更となった場合、引き続き地域密着型通所介護の利用は可能ですか。 

 

（答） 市外被保険者が、区分変更により要介護となった場合、地域密着型通所介護の利

用はできません。利用者及び利用者の家族への、事前の説明をお願いいたします。

また、他事業所において継続的にサービスを受けることができるよう、居宅介護支

援事業所と連携し、適切な対応をお願いいたします。 
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問１５ 平成２８年４月以降は、市外被保険者の受入れが全くできなくなるのでしょうか。 

 

（答） 原則、市外被保険者の受入れはできません。やむを得ない正当な理由がある場合

は、市外被保険者の利用について、同意する可能性があります。その場合は事前に

相談をお願いします。 

 

 

問１６ 高松市の被保険者が、他市町村の地域密着型通所介護の利用を希望する場合、利

用は可能ですか。 

 

（答） 原則、利用できません。地域密着型サービスは、原則として事業所所在地の被保

険者が利用できるものであることから、高松市としては、当該利用者が他市町村の

地域密着型通所介護を利用しなければならないやむを得ない理由がある場合を除き、

他市町村の事業所の指定を行いません。 

 

 

(vol.2)問３ 住所地特例により市外の被保険者となっている方は、どのような取扱いにな

りますか。 

 

（答） 地域密着型通所介護は特定地域密着型サービスとなることから、高松市に住民登

録があり住所地特例により市外の被保険者となっている方については、高松市内の地域密

着型通所介護事業所を利用することができます。 
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３ 総合事業 

(１) 【総合事業】指定について 
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(２) 【総合事業】基準等について 

 

 

平成３０年４月１日現在

予防給付

みなし指定※１ みなし指定以外

サービスコード（種類） 65 Ａ５ Ａ６ Ａ７ ─ Ａ７

事業所番号
介護予防通
所介護と同じ

※２
３７Ａから始まる

新規の番号
─

３７Ａから始まる
新規の番号

サービス内容
生活機能向上のための機能訓練
日常生活上の支援　等 同左 自主的な通いの場

短期集中的な運動器機能向上の
ための訓練　等

サービス提供時間 ３時間以上
３時間以上

（半日程度のミニデイサービ
スを想定）

─ １時間３０分以上

対象者 ・要支援１、２
・事業対象者
・要支援１、２

・事業対象者
・要支援１、２

・事業対象者
・要支援１、２

人員の基準
（詳細省略）

管理者　１
生活相談員　１以上
看護職員　１以上
介護職員
～１５人　１以上

１５人～　利用者１人に０．２以上

機能訓練指導員　１以上

管理者　１
従事者
～１５人　１以上
１５人～　利用者１人に０．１以上

従事者　必要数

管理者　１
従事者
～１５人　２以上

１５人～２５人　３以上

機能訓練指導員等　１以上

設備の基準

①（食堂兼）機能訓練室
②静養室・相談室・事務室
③消火設備その他非常災害に
必要な設備
④必要なその他の設備・備品

①（食堂兼）機能訓練室
②─
③消火設備その他非常災害に
必要な設備
④必要なその他の設備・備品

①サービスを提供するために必
要な場所
②─
③─
④必要なその他の設備・備品

①機能訓練室
②─
③消火設備その他非常災害に
必要な設備
④必要なその他の設備・備品

運営の基準

①個別サービス計画の作成
②重要事項等の説明・同意
③提供拒否の禁止
④秘密保持
　　　　　　　　　　　　　ほか

①個別サービス計画の作
成（加算を算定する場合等）
②重要事項等の説明・同意
③─
④秘密保持
　　　　　　　　　　　　　ほか

①─
②─
③─
④秘密保持
　　　　　　　　　　　　　ほか

①個別サービス計画の作成
②重要事項等の説明・同意
③提供拒否の禁止
④秘密保持
　　　　　　　　　　　　　ほか

地域単価 １単位＝１０．１４円（７級地） 同左 ─ １単位＝１０．１４円（７級地）

自己負担 １割又は２割 同左 サービス提供者が設定 １割又は２割

支給限度額管理 あり 同左 なし あり

単価設定の単位 １月当たり １回当たり ─ １回当たり

利用回数の上限
─

（月額包括報酬）

事業対象者　週１回まで又は２回まで

（介護予防ケアマネジメントによる）

要支援１　週１回まで
要支援２　週２回まで

─
６か月間

週１回まで

単価
要支援１　１，６４７単位／月
要支援２　３，３７７単位／月

３２８単位／回
─

（立ち上げ支援、
運営補助金）

３０５単位／回

生活機能向上グループ活動加

算 １００単位／月 同左 ─ ─

運動器機能向上加算 ２２５単位／月 ─ ─ ─

栄養改善加算 １５０単位／月 同左 ─ １５０単位／月

口腔機能向上加算 １５０単位／月 同左 ─ １５０単位／月

選択的サービス複数実施加算 ４８０単位／月又は７００単位／月 ４８０単位／月 ─ ４８０単位／月

事業所評価加算 １２０単位／月 ─ ─ ─

サービス提供体制強化加算 ７２単位／月　等 ─ ─ ─

介護職員処遇改善加算 所定単位数×区分に応じた加算率 ─ ─ ─

定員超過利用 ×７０％ 同左 ─ ─

看護・介護職員の人員基準欠
如 ×７０％ 同左 ─ ─

中山間地域に居住する者への

サービス提供加算 ＋５％ 同左 ─ ─

若年性認知症利用者受入加算 ２４０単位／月 ─ ─ ─

同一建物減算
△３７６単位／月

　　又は△７５２単位／月
△８７単位／回 ─ ─

送迎減算 ─ △４７単位／回（片道） ─ △４７単位／回（片道）

※１　みなし指定(A5)は平成30年3月31日まで。指定更新を受け平成30年4月以降は(A6)に移行する。

※２　みなし指定(A5)の事業所が指定更新により移行した場合は、移行前の事業所番号を引き続き使用する。
　　　 これ以外のケースでは３７Ａから始まる新規の番号が付番される。

サービス種別

同左

同左

介護予防通所介護

報
　
　
　
酬

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

要支援１、事業対象者（週1回程度）

１，６４７単位／月
要支援２、事業対象者（週2回程度）

３，３７７単位／月

同左

高松市総合事業

通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

同左

同左

同左

介護予防通所介護
相当サービス
（現行相当）

同左

同左

同左

通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

・事業対象者
・要支援１、２

同左

同左

同左

同左

同左

同左
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・ 高松市ＨＰの「高松市介護予防・日常生活支援総合事業事業者の皆様へ」のページ

（下記参照）に、高松市総合事業の基準及び報酬についての詳細を掲載している。 

同ページには高松市総合事業の各種届出様式、サービスコード表、単位数表マスタ

（csv ファイル）等も掲載している。 

 

高松市ＨＰ「もっと高松」→「介護保険サービス事業者の皆様へ」→「高松市介護予防・

日常生活支援総合事業事業者の皆様へ」 ※高松市ＨＰのトップページ右上の検索窓にて

「総合事業事業者の皆様へ」で検索 

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigoh

oken/service_jigyosha/sogojigyosha.html 

 

 

(３) 【総合事業】他市町村の被保険者の受け入れについて 

＜介護予防通所介護相当サービス＞ 

・ 他市町村の被保険者（住所地特例適用被保険者を除く。以下同じ）を受け入れる場合、

当該市町村に指定申請を行い、当該市町村の総合事業の指定を受ける必要がある。 

 

＜通所型サービスＡ、通所型サービスＣ＞ 

・ 高松市独自のサービスであるため、他市町村の被保険者は利用できない。 

 

＜通所型サービスＢ＞ 

・ 高松市地域包括ケア推進室へ個別に相談する。 

 

※住所地特例適用被保険者については、保険者市町村ではなく、施設所在市町村の総合

事業のサービスを利用する（介護保険法第１１５条の４５第１項）ことから、高松市に所在する

施設に入所している住所地特例適用被保険者は、他市町村の被保険者であっても、高

松市の被保険者と同様に高松市の総合事業を利用する。 

 

 

(４) 【総合事業】「みなし指定」の指定更新について 

ア 指定更新後のサービスコードについて【重要】 

 

平成３０年３月３１日まで 平成３０年４月１日から

サービス名称 介護予防通所介護相当サービス 介護予防通所介護相当サービス

サービスコード （みなし指定）Ａ５ Ａ６

事業所番号 移行前の予防通所介護と同じ番号 移行前の予防通所介護と同じ番号

指定

更新

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/service_jigyosha/sogojigyosha.html
http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/service_jigyosha/sogojigyosha.html
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・ 上記の通り「みなし指定」の指定更新に伴い、サービスコードが変更となるが、事業

所番号は変わらない。 

・ 国保連への請求にあたり、みなし指定の「Ａ５」のサービスコードは平成３０年４月

サービス提供分の請求から使用できず、「Ａ６」のサービスコードで請求する必要がある。 

・ 「Ａ６」のサービスコード表は市町村によって異なるため、介護保険請求ソフトを利

用している場合、高松市の「Ａ６」のサービスコード表に対応する単位数表マスタ（CSV

形式）の取り込み等の作業が必要となる場合がある（ソフトウェアの提供元等に要確認）。 

高松市のサービスコード表及び単位数表マスタ（CSV 形式）は高松市ＨＰの「高松市

介護予防・日常生活支援総合事業事業者の皆様へ」のページ（本資料１８頁参照）の 

（１２）（１３）に掲載している。 

 

 

イ 指定更新の時点で他市町村の被保険者が利用している場合 

・ みなし指定の効力は全国の市町村に及んでいるが、その効力は平成３０年３月３１日

までであることから、他市町村の被保険者に対して平成３０年４月以降も引き続きサー

ビスを提供するには、当該利用者の保険者市町村に対しても指定更新申請を行う必要が

ある。※手続きの方法については、各市町村に問い合わせる。 

・ 平成３０年４月サービス提供分から、他市町村の被保険者の介護報酬の１単位の単価

は、当該利用者の保険者市町村の定める単価となるため、各市町村に確認が必要である。 

 

 

(５) 【総合事業】平成３０年度制度改正について 

・ （別紙）高松市地域包括ケア推進室作成資料 参照（本資料 26～28 頁） 

  

・ 上記通知中の変更点に加え、平成２８年８月１６日付通知「高松市介護予防・日常生

活支援総合事業実施要綱等の運用について」の見直しを行い、通所型サービスＡを一体

的に行う場合の取扱いを平成３０年４月１日から以下のとおり変更することとしている。 

①通所介護等と通所型サービスＡの勤務表は一体的に作成することとする。 

②管理者が通所型サービスＡとの間で兼務できる業務の範囲を拡大する。 

・ 詳細は高松市ＨＰの「高松市介護予防・日常生活支援総合事業事業者の皆様へ」のペ

ージ（本資料１８頁参照）の“（２）総合事業の要綱の運用について”に掲載。 

 

 

(６) 【総合事業】参考資料 

ア 月額報酬の日割り算定について 

・ 総合事業の介護予防通所介護相当サービスは、契約日・契約解除日で日割り算定す 
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る（下表のとおり）。従来の介護予防通所介護とは取扱いが異なるため注意が必要。 

 

月額包括報酬の日割り請求にかかる適用について 

（平成２７年３月３１日老健局介護保険計画課・振興課・老人保健課／事務連絡・Ⅰ 資料９）より抜粋 

  

・以下の対象事由に該当する場合、日割りで算定する。該当しない場合は、月額包括報酬で算定する。 

 ・日割りの算定方法については、実際に利用した日数にかかわらず、サービス算定対象期間（※）に応じた日数による日割りとす

る。具体的には、用意された日額のサービスコードの単位数に、サービス算定対象日数を乗じて単位数を算定する。 

  ※サービス算定対象期間：月の途中に開始した場合は、起算日から月末までの期間。 

               月の途中に終了した場合は、月初から起算日までの期間。 

 
※次頁に続く 
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※前頁から 

 
※３ 通所型サービス（みなし）は、高松市介護予防通所介護相当サービスのみなし指定事業所を指す。 
   通所型サービス（独自）は、高松市介護予防通所介護相当サービスのみなし指定以外の事業所を指す。 

 

・ 「契約日」とは「実際に契約書を交わした日」ではなく「契約の効力が生じる日」を

指す。 

・ 「契約の効力が生じる日」は事業者と利用者双方の合意により決定する。契約書に明

記することが望ましい。 

・ 「契約の効力が生じる日」を初回利用日より後の日とすることはできない。 

・ 利用者が死亡した場合は、死亡日を契約解除日として取り扱う。 

 

 

イ 運営規程、重要事項説明書、契約書について 

・ 「介護予防通所介護相当サービス」「通所型サービスＡ」「通所型サービスＣ」のそれ

ぞれで運営規程、重要事項説明書、契約書を作成する必要がある。 

ただし、地域密着型通所介護と介護予防通所介護相当サービスについては一体的に作

成できる。 

・ 従来の介護予防通所介護の利用者は、それぞれの利用者が総合事業に移行する際に総

合事業の重要事項説明書、契約書を交わす（又は変更部分を抜粋した同意書等を交わす）

必要がある。 

 

【総合事業の運営規程等を作成する場合の用語の置き換え例】 

指定介護予防通所介護 → 介護予防・日常生活支援総合事業（高松市介護予防通所介護相当サービス） 

             介護予防・日常生活支援総合事業（高松市通所型サービスＡ） 

             介護予防・日常生活支援総合事業（高松市通所型サービスＣ） 
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認定申請 → 認定申請又は基本チェックリスト実施申請 

要支援認定を受けた方 → 要支援認定を受けた方又は事業対象者 

保険給付 → 第一号事業支給費の支給 

介護予防支援 → 介護予防支援又は介護予防ケアマネジメント 

介護予防サービス計画 → 介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネジメント 

予防通所介護計画 → 介護予防通所介護相当サービス計画 

通所型サービスＡ計画 

通所型サービスＣ計画 

介護予防支援事業者 → 介護予防支援事業者（変更無し） 

ケアマネジャー → ケアマネジャー（変更無し） 
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４ 実地指導での指摘事項等 

【人員に関する基準】 

・ 提供時間帯を通じて生活相談員が配置されていない。 

・ 利用定員が１１名以上の事業所であるにも関わらず看護職員を配置していない。 

・ 看護職員が提供時間の途中で帰宅している。 

・ 機能訓練指導員が配置されていない日がある。 

 

【運営に関する基準】 

・ （複数の事業を運営する法人において）地域密着型通所介護事業所での勤務時間を他

事業所と明確に区分して記録していない。 

・ （複数の事業を運営する法人において）併設されている認知症対応型通所介護等の他

の事業所での勤務時間を合算して常勤、非常勤の判断を行っている。 

・ サービス提供開始時及び計画変更時等において、利用者の心身の状況や希望等の把握

（アセスメント）が不十分である。 

・ ①居宅サービス計画、②地域密着型通所介護計画、③実際に提供しているサービス内

容が整合していない（例：居宅サービス計画に位置付けのない入浴を実施）。 

・ 利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合に居宅介護支援事業者への連絡その

他の必要な援助を行っていない。 

・ 居宅介護支援事業者から地域密着型通所介護計画を提供するよう求められた際に応じ

ていない。 

・ 「介護予防通所介護計画」から「介護予防通所介護相当サービス計画」への名称の修

正ができていない。 

・ 地域密着型通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録が不

十分である。 

・ サービス提供した際の、提供日、提供時間及び提供した具体的なサービス内容等（送

迎の有無含む）の必要な事項を記録していない。 

・ 屋外サービスを頻回に実施している。要件を満たさない利用者に対して行っている。 

・ 非常災害に関する具体的な計画が作成されていない。また、その掲示がされていない。 

・ 計画に基づく避難訓練等の必要な訓練が実施されていない。 

・ （事故報告マニュアルに基づき）市に報告すべき事故を報告していない。 

・ 従業者の研修の計画及び研修の記録が作成されていない。 

・ 運営推進会議の議事録の作成及び公表が行われていない。 
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【報酬算定】 

・ サービス提供体制強化加算、認知症加算及び中重度者ケア体制加算において、毎年３

月に当年度の実績に基づき翌年度の算定の可否を確認する必要があるが、これを行って

いない（直近３か月の実績に基づいて算定している場合を除く）。 

・ 個別機能訓練加算Ⅰ及びⅡにおいて、３月ごとに１回以上行う必要がある利用者の居

宅訪問を行っていない又はその記録が作成されていない。 

・ 個別機能訓練加算Ⅰにおいて、常勤の機能訓練指導員が提供時間帯を通じて配置され

ていない日に算定している。 

・ 個別機能訓練加算Ⅱにおいて、居宅訪問での生活状況等のアセスメントが不十分なた

め、目標が具体的、段階的に設定できておらず、プログラム内容と連動していない。 

・ 個別機能訓練加算Ⅱにおいて、目標及び機能訓練の内容が、身体機能そのものの回復

を図るものとなっている。 

・ 個別機能訓練加算Ⅱにおいて、概ね週１回以上、計画的、継続的に行うことが困難な

利用者（ショートステイ利用等のため）に対して算定している。 

・ 運動器機能向上加算において、利用開始時に看護職員等の医療従事者によるリスク評

価、体力測定等を実施しておらず、サービスの提供に際して考慮すべきリスク、利用者

のニーズ及び運動器の機能の状況が把握できていない。 

・ 生活機能向上グループ活動加算において、日常生活に直結した活動項目を複数準備し

時間割を組むことができていない、到達目標の期間の設定が不適切、継続の必要性を利

用者及び介護予防支援事業者と検討していない。 

 

 

５ その他 

変更届等の提出時の注意点 

・ 市への届出（変更届、体制届、更新申請、廃止・休止届）は、地域密着型通所介護と

総合事業で様式が異なるため、それぞれの様式で作成し提出する必要がある。なお、同

時に提出する場合、共通する添付書類は省略できる。 

 

提出書類 

変更届 

地域密着型通所介護 

 ①様式第４３号 

②変更項目に対応する添付書類 

総合事業 

 ①様式第５号 
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②変更項目に対応する添付書類 

 

体制届 

地域密着型通所介護 

  ①介護給付費算定に係る体制に関する届出書＜地域密着型サービス事業者＞ 

  ②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表＜地域密着型サービス事業者＞ 

③変更項目に対応する添付書類 

総合事業 

  ①介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制に関する届出書 

  ②介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等状況一覧表 

③変更項目に対応する添付書類 

 

 

様式の掲載場所 

地域密着型通所介護 

高松市ＨＰ「もっと高松」→「介護保険サービス事業者の皆様へ」 ※高松市ＨＰの

トップページ右上の検索窓にて「介護保険サービス事業者の皆様へ」で検索 

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigo

hoken/service_jigyosha/index.html 

 →「各種手続きについて（総合事業を除く）」の中から「変更届、体制届、更新申請、廃

止・休止届についてはこちら」又は「介護給付費算定に係る体制に関する届出書につ

いてはこちら」を選択して進む。『居宅サービス・居宅介護支援・施設サービス』と『地

域密着型サービス』で様式が異なっているため、地域密着型サービスの様式を使用す

る。 

 

 総合事業 

高松市ＨＰ「もっと高松」→「介護保険サービス事業者の皆様へ」→「高松市介護予

防・日常生活支援総合事業事業者の皆様へ」 ※高松市ＨＰのトップページ右上の検索

窓にて「総合事業事業者の皆様へ」で検索 

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigo

hoken/service_jigyosha/sogojigyosha.html 

 

 

 

 

 

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/service_jigyosha/index.html
http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/service_jigyosha/index.html
http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/service_jigyosha/sogojigyosha.html
http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/service_jigyosha/sogojigyosha.html
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 通所介護等（通所介護、地域密着型通所介護及び介護予防通所介護相当サー

ビスをいいます。）と通所型サービスＡを同一の部屋で同時に実施する場合の基

準を見直します。 

 (１) 通所介護等と通所型サービスＡの間での職員の区分を不要とします。 

(２) 通所介護等と通所型サービスＡでグループを分けずにサービス提供を行うことを

可能とします。 

(３) 通所介護等と通所型サービスＡの利用者の合計に対して通所介護等の人員基準を

満たすことを条件に、定員の一体的な設定を可能とします（下表の変更後②）。 

 

※ 留意点等 

 ・変更後②を選択する場合、運営規程の利用定員について、一体的に設定する記載に変

更し、介護保険課に変更届を提出することが必要です。 

・平成３０年４月１日からの適用を希望する場合は、同年４月１０日までに変更届を提

出してください。 

・当該手続を行わない場合は、変更後①が自動的に適用されますので、変更後①を選択

する場合、特に届出等は必要ありません。 

 ・なお、平成３０年４月以降も随時、上記の変更届を提出することで変更後①と変更後

②の間の変更を行うことが可能です。 

 

↓ ↓

変更後 ① 変更後 ②

職員の区分 区分が必要 区分が不要 区分が不要

サービス提供 原則、別グループで実施
別プログラムを行う時間
は別グループで実施

別プログラムを行う時間
は別グループで実施

定員 別々に設定 別々に設定 一体的に設定

人員基準
（介護職員・

従事者）

通所介護等の利用者15名
までは1名、それ以降は
利用者1名ごとに0.2名
　　　　 ＋
サービスＡの利用者15名
までは1名、それ以降は
利用者1名ごとに0.1名

左記のとおり
（変更なし）

利用者※15名までは1名､

それ以降は利用者※1名
ごとに0.2名

※通所介護等とサービスＡ
　の合計利用者数

変更後（平成３０年４月から）

事業所ごとにいずれかを選択

変更前

《通所介護等と通所型サービスＡを同一の部屋で同時に実施する場合の基準表》

【新しい総合事業】 

１ 通所型サービスにおける平成３０年度からの見直し 

高松市地域包括ケア推進室作成資料 
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 (１) 訪問型サービスＡに係る人員基準の見直しについて 

  ア 訪問事業責任者及び従事者の資格要件を拡大します。 

    訪問型サービスＡの訪問事業責任者及び従事者の資格要件として、これまでの介

護福祉士、介護職員初任者研修等修了者等に加え、「家政士」を追加します。 

 

イ 訪問事業責任者及び従事者として勤務できる者は、表のとおりです。 

 新（平成３０年４月１日から） 旧（平成３０年３月３１日まで） 

資

格

名 

・介護福祉士 

・実務者研修修了者 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員養成研修１級課程修了者 

・看護師、准看護師 

・介護職員初任者研修修了者 

・訪問介護員養成研修２級課程修了者 

・家政士 

・市が指定する研修の修了者 

・介護福祉士 

・実務者研修修了者 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員養成研修１級課程修了者 

・看護師、准看護師 

・介護職員初任者研修修了者 

・訪問介護員養成研修２級課程修了者 

・市が指定する研修の修了者 

 

(２) 従事者養成研修の実施方法の見直しについて 

  ア ヘルパー等の資格を有しない者に対して行う従事者養成研修の実施方法を、次の

とおり見直します。 

現 行 ：市が実施（２８年度３回実施、２９年度４回実施予定） 

  

変更後 ：訪問型サービスを提供している事業者等が実施 
 

 

※この見直しにより、市が実施する研修を待たずに、随時従事者を確保することができ

るようになります。 

 

 

詳細は、次頁の「高松市介護予防・生活支援サービス提供者養成研修実施事

業者の届出について」を御確認ください。 

 

【新しい総合事業】 

２ 訪問型サービスにおける平成３０年度からの見直し 
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 新しい総合事業における介護予防・生活支援サービスのうち、「訪問型サービ

スＡ」を提供しようとする方で、介護福祉士、旧ヘルパー１級・２級等の資格

を有しない方は、市が指定する研修（高松市介護予防・生活支援サービス提供

者養成研修）を受講する必要があります。 

 本市では、訪問型サービスを提供している事業者等が、必要時に訪問事業責

任者又は従事者を養成できるよう、平成３０年度から研修の実施方法を見直し

ました。 

 事業者等において、この研修を実施する場合には、事前に届出が必要となり

ますので、希望される事業者等の皆様は、本市ホームページ掲載の高松市介護

予防・生活支援サービス提供者養成研修実施要領により、要件等を御確認の上、

必要な届出を行ってください。 

 

 

事業所において実施する研修 

高松市介護予防・生活支援サービス提供者養成研修 

 

 

 受講対象者 

市内で介護予防・生活支援サービス（訪問型サービスＡ）の訪問事業責任者

又は従事者として従事しようとする方 

 

 

 提出書類 

  ①高松市介護予防・生活支援サービス提供者養成研修実施事業者届出書 

  ②研修講師の要件を証する書類 

 

 ホームページアドレス 

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/i

chiran/kaigoyobou/youseikensyubosyu.html 

 

 

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/ichiran/kaigoyobou/youseikensyubosyu.html
http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/kurashi/nenkin/kaigohoken/ichiran/kaigoyobou/youseikensyubosyu.html

